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(57)【要約】
【課題】高温環境下で用いた際に生じる断線の発生を抑制することが可能な、導電性部材
の製造方法を提供する。
【解決手段】支持体上に、無機微粒子、ポリビニルアルコール、および硬膜剤を少なくと
も含有するインク溶媒吸収層を有する導電性パターン形成用基材のインク溶媒吸収層に、
少なくとも金属超微粒子を含有するインクを付与する前および／または後の工程において
、グリセリンおよびポリグリセリンから選択される少なくとも１種を含有する処理液を付
与する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体上に、無機微粒子、ポリビニルアルコール、および硬膜剤を少なくとも含有する
インク溶媒吸収層を有する導電性パターン形成用基材のインク溶媒吸収層に、少なくとも
金属超微粒子を含有するインクを付与する前および／または後の工程において、グリセリ
ンおよびポリグリセリンから選択される少なくとも１種を含有する処理液を付与すること
を特徴とする導電性部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性パターン形成用基材を用いた導電性部材の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマディスプレイパネルやカーナビゲーション用液晶パネル等の各種フラットディ
スプレイパネルに貼合して用いられる透明電磁波シールド材や、サイネージや看板等に用
いられるＬＥＤ実装基板、および平面での加熱用途に用いられるフレキシブルヒーター基
板等の導電性部材の製造においては、近年、金属超微粒子を含有するインクを印刷する方
法が実用化されている。
【０００３】
　印刷による導電性部材の製造に関し、従来は、銀粉、樹脂バインダー、および有機溶剤
を含有する高粘度の導電性樹脂ペーストを、スクリーン印刷に代表される高粘度ペースト
に適した印刷方法を利用して、導電性パターンを形成することが一般的であった。しかし
適用できる印刷方法が少ないことや、銀粉のサイズが大きいために細線の印刷が困難であ
ることなどの理由により、近年は金属超微粒子を含有するインクあるいはペーストをイン
クジェット印刷することで導電性パターンを形成する試みが盛んになされている。
【０００４】
　金属超微粒子は一般に分散剤により被覆されているため、これを含むインクやペースト
を印刷により付与、乾燥するだけでは、形成されたパターンは導電性を有さず、２００℃
程度での加熱焼結が必要であった。該加熱焼結によって分散剤が揮散し、金属超微粒子同
士を融合させることが可能となる。また、基材に安価な樹脂フィルム、例えばポリエチレ
ンテレフタレートフィルムを用いる検討も多くされており、ポリエチレンテレフタレート
フィルムが軟化しない１５０℃以下の温度で、加熱焼結が可能な金属超微粒子が求められ
ている。この様な１５０℃以下の低温で加熱焼結可能な金属超微粒子の製造方法としては
、例えば特開２００２－３３８８５０号公報、特開２００５－８１５０１号公報、特開２
００９－２４２８７４号公報、および特開２０１１－６８９３９号公報等に開示されてい
る。
【０００５】
　一方、上記した金属超微粒子を含有するインクやペースト等の印刷に用いられる導電性
パターン形成用基材としては従来、ガラス類やセラミック類のみならず、ポリエチレンテ
レフタレートフィルム、ポリエチレンナフタレートフィルム、ポリイミドフィルム、ポリ
カーボネートフィルム等の各種樹脂フィルムが知られていたが、形成されたパターンのに
じみにより微細化への対応が難しく、これら基材に加工を施したものも知られている。例
えば特開２００３－２２９６５３号公報（特許文献１）には、基材上に溶媒浸透層と該溶
媒浸透層上に、無機酸化物微粒子を含有する凝集促進層を有する導電性パターン形成用基
材が開示されている。
【０００６】
　また、特開２００８－４３７５号公報（特許文献２）、特開２００８－２３５２２４号
公報（特許文献３）等には、銀超微粒子を加熱焼結することなく、非常に高い導電性を得
ることが可能な導電性パターン形成用基材として、イオン結合により分子内にハロゲンを
有する化合物や還元性物質等を含有する多孔質なインク溶媒吸収層を有する導電性パター
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ン形成用基材が開示されている。
【０００７】
　更に、多孔質なインク溶媒吸収層を有するパターン形成用基材において、形成された導
電性パターンの多孔質層に対する密着性が弱いため、擦過等により導電性パターンが簡単
に剥がれる、あるいは断線するといった問題を改善するため、特開２０１０－１６５９９
７号公報（特許文献４）、特開２０１２－２３３１２号公報（特許文献５）等には、多孔
質層上に樹脂を主成分とする層を設けることが開示されている。
【０００８】
　しかしながら、ＬＥＤ実装基板の用途や、ヒーター実装基板の用途といった、高温環境
下で連続的に用いられる導電性部材を、前記した多孔質なインク溶媒吸収層を有する導電
性パターン形成用基材によって形成した場合、高温下での使用時に断線が生じるという問
題があり、解決が求められていた。
【０００９】
　他方、例えば特開２０１１－１５９８４６号公報（特許文献６）、特開２０１２－１２
１９７３号公報（特許文献７）には、セラミックス成形体（グリーンシート）上にポリグ
リセリンを含有する金属粒子インクをインクジェットで印刷し、ポリグリセリンの分解温
度以上の温度にて加熱焼結することで断線が解消できることが記載され、特開２０１２－
１７４７１９号公報（特許文献８）には、金属超微粒子、セラミック材料、およびバイン
ダーを含有する仮成形体を加熱焼結してセラミックス基板を製造する際に、ポリエチレン
グリコールやポリグリセリンを仮成形体へ添加することで断線が解消できることが記載さ
れている。しかしながらこれらの製造方法は何れも加熱焼結が伴うため、基材がポリビニ
ルアルコール等を含有するなどして加熱焼結を行うことができない導電性パターン形成用
基材に適用し導電性部材を製造することはできなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００３－２２９６５３号公報
【特許文献２】特開２００８－４３７５号公報
【特許文献３】特開２００８－２３５２２４号公報
【特許文献４】特開２０１０－１６５９９７号公報
【特許文献５】特開２０１２－２３３１２号公報
【特許文献６】特開２０１１－１５９８４６号公報
【特許文献７】特開２０１２－１２１９７３号公報
【特許文献８】特開２０１２－１７４７１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、支持体上にインク溶媒吸収層を有する導電性パターン形成用基材を用
いて製造される導電性部材の、高温環境下で用いた際に生じる断線の発生を抑制すること
が可能な、導電性部材の製造方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の上記目的は、以下の発明によって基本的に達成された。
１．支持体上に、無機微粒子、ポリビニルアルコール、および硬膜剤を少なくとも含有す
るインク溶媒吸収層を有する導電性パターン形成用基材のインク溶媒吸収層に、少なくと
も金属超微粒子を含有するインクを付与する前および／または後の工程において、グリセ
リンおよびポリグリセリンから選択される少なくとも１種を含有する処理液を付与するこ
とを特徴とする導電性部材の製造方法。
【発明の効果】
【００１３】
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　本発明によれば、支持体上にインク溶媒吸収層を有する導電性パターン形成用基材を用
いて製造される導電性部材の、高温環境下で用いた際に生じる断線の発生を抑制すること
が可能な導電性部材の製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１５】
　本発明における導電性部材は、支持体上に、無機微粒子、ポリビニルアルコール、およ
び硬膜剤を少なくとも含有するインク溶媒吸収層を有する導電性パターン形成用基材のイ
ンク溶媒吸収層上、あるいは後述のインク溶媒吸収層上に設けられる樹脂を主成分とする
層上に、少なくとも金属超微粒子を含有するインクあるいはペーストを、印刷や塗布等の
各種手法を用いて付与し、製造された部材である。本発明における高温環境下とは、特に
断りが無い限り５０℃以上１２０℃以下の温度環境のことを示す。また以下の説明では、
前記したインクあるいはペーストを総称してインクと呼称する。
【００１６】
　本発明においてインク溶媒吸収層は、金属超微粒子を含有するインクに含まれる分散媒
を速やかに吸収する役目を担い、これにより得られた導電性パターンのにじみやハジキを
抑制する。濡れ広がりやすいインクの場合には、該吸収層はにじみによる配線間の誤接続
（所謂ブリッジ）を抑制し、逆に濡れ広がりにくいインクの場合、該吸収層はハジキによ
る断線を抑制することが出来る。
【００１７】
　本発明において導電性パターン形成用基材が有する支持体としては、例えば、ポリエチ
レン・ポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂、ポリ塩化ビニル・塩化ビニル共重合体
等の塩化ビニル系樹脂、エポキシ樹脂、ポリアリレート、ポリサルフォン、ポリエーテル
サルフォン、ポリイミド、フッ素樹脂、フェノキシ樹脂、トリアセチルセルロース、ポリ
エチレンテレフタレート、ポリイミド、ポリフェニレンスルファイド、ポリエチレンナフ
タレート、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリレートに代表されるアクリル樹脂、セ
ロファン、ナイロン、ポリスチレン系樹脂、ＡＢＳ樹脂等の各種樹脂フィルム、紙、不織
布、布等を挙げることが出来る。また用途に応じこれら支持体を適宜組み合わせることが
出来、例えば、紙とポリオレフィン樹脂を積層したポリオレフィン樹脂被覆紙を用いるこ
とが出来る。更には、これらの材料を立体形状に成型したものも支持体として使用可能で
ある。
【００１８】
　これらの中でもコスト、汎用性の観点から、紙、ポリオレフィン樹脂被覆紙、およびト
リアセチルセルロースフィルム、およびポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネートから選ばれる熱可塑性樹脂
フィルムが好ましい。
【００１９】
　上記した支持体の中でも、各種樹脂フィルム、ポリオレフィン樹脂被覆紙等の非吸液性
支持体を用いる場合には、インク溶媒吸収層の支持体に対する接着性を改善するため、支
持体はゼラチンや各種ウレタン樹脂、ポリビニルアルコール等を含有する下塗層を有する
ことが好ましい。また、例えばポリエチレンテレフタレートフィルムやポリエチレンナフ
タレートフィルム等では、易接着処理品として下塗層を有する状態で市販されており、こ
れらを入手し利用しても良い。また支持体の表面を、コロナ処理あるいはプラズマ処理す
ることで、インク溶媒吸収層を塗接する際に用いる、塗液に対する濡れ性を改善すること
もできる。上記した下塗層の固形分塗布量は１０～５００ｍｇ／ｍ２が好ましく、２０～
３００ｍｇ／ｍ２がより好ましい。
【００２０】
　本発明において導電性パターン形成用基材が有するインク溶媒吸収層は、無機微粒子、
ポリビニルアルコール、および硬膜剤を少なくとも含有する。該無機微粒子としては、公
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知の無機微粒子を広く用いることが出来る。例えば軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシ
ウム、炭酸マグネシウム、カオリン、タルク、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、二酸化チ
タン、酸化亜鉛、硫化亜鉛、炭酸亜鉛、サチンホワイト、珪酸アルミニウム、ケイソウ土
、珪酸カルシウム、珪酸マグネシウム、非晶質合成シリカ、コロイダルシリカ、アルミナ
、コロイダルアルミナ、アルミナ水和物、リトポン、ゼオライト、加水ハロイサイト、水
酸化マグネシウム等を挙げることが出来る。無論、上記した無機微粒子の２種以上を含有
することもできる。上記した無機微粒子の中でも、インク中に含まれる分散媒等の吸収性
の観点から、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、カオリン、タルク、炭酸マグネ
シウム、非晶質合成シリカ、アルミナ、アルミナ水和物がより好ましく、非晶質合成シリ
カ、アルミナ、アルミナ水和物が特に好ましい。
【００２１】
　非晶質合成シリカは、製造法によって湿式法シリカ、気相法シリカ、及びその他に大別
することができる。
【００２２】
　湿式法シリカは、更に製造方法によって沈降法シリカ、ゲル法シリカ、ゾル法シリカに
分類される。沈降法シリカは珪酸ソーダと硫酸をアルカリ条件で反応させて製造され、粒
子成長したシリカ粒子が凝集・沈降し、その後濾過、水洗、乾燥、粉砕・分級の工程を経
て製品化される。沈降法シリカとしては、例えば東ソーシリカ（株）からニップシールと
して、（株）トクヤマからトクシール（登録商標）、ファインシール（登録商標）として
、水澤化学工業（株）からミズカシル（登録商標）として市販されている。ゲル法シリカ
は珪酸ソーダと硫酸を酸性条件下で反応させて製造する。熟成中に微小粒子は溶解し、他
の一次粒子同士を結合するように再析出するため、明確な一次粒子は消失し、内部空隙構
造を有する比較的硬い凝集粒子を形成する。例えば、東ソーシリカ（株）からニップゲル
（登録商標）として、グレースジャパン（株）からサイロイド、サイロジェットとして、
水澤化学工業（株）からミズカシル（登録商標）として市販されている。ゾル法シリカは
、コロイダルシリカとも呼ばれ、珪酸ソーダの酸などによる複分解やイオン交換樹脂層を
通して得られるシリカゾルを加熱熟成して得られ、例えば日産化学工業（株）からスノー
テックス（登録商標）として市販されている。ゾル法シリカは球状の粒子であり多孔質層
を形成し難いため沈降法シリカあるいはゲル法シリカが好ましく、沈降法シリカがより好
ましい。
【００２３】
　本発明に用いられる湿式法シリカ粒子としては、平均一次粒子径が５０ｎｍ以下、好ま
しくは３～４０ｎｍであり、かつ平均凝集粒子径が１～５０μｍである湿式法シリカ粒子
が好ましい。特に平均凝集粒子径が５～５０μｍである湿式法シリカ粒子を、平均二次粒
子径５００ｎｍ以下に分散した湿式法シリカ粒子が好ましく、より好ましくは１０～３０
０ｎｍである。導電性パターン形成用基材に透明性が要求される場合には、平均二次粒子
径は１０～２００ｎｍであることが好ましい。分散方法としては、水性媒体中に分散した
湿式法シリカ粒子を機械的に粉砕する湿式分散法が好ましく使用され、これにはビーズミ
ルなどのメディアミルを用いることが好ましい。ビーズミルは密閉されたベッセル内に充
填されたビーズとの衝突により顔料粉砕を行うものであり、（株）シンマルエンタープラ
イゼスよりダイノーミルとして、浅田鉄工（株）よりグレンミル（登録商標）として、ア
シザワ・ファインテック（株）よりスターミル（登録商標）として市販されている。メデ
ィアミル等を用いて分散した後、更に高圧ホモジナイザー、超高圧ホモジナイザー等の圧
力式分散機、超音波分散機、及び薄膜旋回型分散機等を用いて分散することが好ましい。
【００２４】
　なお、本発明でいう平均一次粒子径とは、無機微粒子の電子顕微鏡観察により一定面積
内に存在する１００個の一次粒子各々の投影面積に等しい円の直径を粒子径として平均粒
子径を求めたものである。また平均二次粒子径とは、透過型電子顕微鏡による写真撮影で
求めることが出来るが、簡易的にはレーザー散乱式の粒度分布計（例えば、（株）堀場製
作所製、ＬＡ９１０）を用いて、個数メジアン径として測定することが出来る。また、平
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均凝集粒子径とは、粉体として供給される湿式シリカの平均粒子径を示し、例えばコール
ターカウンター法で求めることが出来る。
【００２５】
　気相法シリカは、湿式法に対して乾式法とも呼ばれ、一般的には火炎加水分解法によっ
て作られる。具体的には四塩化ケイ素を水素及び酸素と共に燃焼して作る方法が一般的に
知られているが、四塩化ケイ素の代わりにメチルトリクロロシランやトリクロロシラン等
のシラン類も、単独または四塩化ケイ素と混合した状態で使用することができる。気相法
シリカは日本アエロジル（株）からアエロジル（登録商標）、（株）トクヤマからＱＳタ
イプとして市販されている。
【００２６】
　導電性パターン形成用基材に透明性が要求される場合には、本発明に用いられる気相法
シリカの平均一次粒子径は４０ｎｍ以下が好ましく、１５ｎｍ以下がより好ましい。更に
好ましくは平均一次粒子径が３～１５ｎｍでかつＢＥＴ法による比表面積が２００ｍ２／
ｇ以上（好ましくは２５０～５００ｍ２／ｇ）の気相法シリカが好ましい。
【００２７】
　本発明でいうＢＥＴ法とは、気相吸着法による粉体の表面積測定法の一つであり、吸着
等温線から１ｇの試料の持つ総表面積、即ち比表面積を求める方法である。通常吸着気体
としては、窒素ガスが多く用いられ吸着量を被吸着気体の圧、または容積の変化から測定
する方法が最も多く用いられている。多分子吸着の等温線を表すのに最も著名なものは、
Brunauer、Emmett、Tellerの式であってＢＥＴ式と呼ばれ表面積決定に広く用いられてい
る。ＢＥＴ式に基づいて吸着量を求め、吸着分子１個が表面で占める面積を掛けて表面積
が得られる。
【００２８】
　気相法シリカを用いた場合においても、湿式法シリカと同様に、平均二次粒子径５００
ｎｍ以下に分散することが好ましい。分散された気相法シリカの平均二次粒子径は、より
好ましくは１０～３００ｎｍである。導電性パターン形成用基材に透明性が要求される場
合には、１０～２００ｎｍであることが好ましい。分散方法としては、通常のプロペラ撹
拌、タービン型撹拌、ホモミキサー型撹拌等で気相法シリカと水を主体とする分散媒を予
備混合し、次にボールミル、ビーズミル、サンドグラインダー等のメディアミル、高圧ホ
モジナイザー、超高圧ホモジナイザー等の圧力式分散機、超音波分散機、及び薄膜旋回型
分散機等を使用して分散を行うことが好ましい。
【００２９】
　平均二次粒子径５００ｎｍ以下の湿式法シリカあるいは気相法シリカのスラリーを製造
する際に、スラリーの高濃度化や分散安定性を向上させるため、公知の種々の方法を用い
ても良い。例えば、特開２００２－１４４７０１号公報、特開２００５－１１１７号公報
に記載されているが如くアルカリ性化合物の存在下で分散する方法、カチオン性化合物の
存在下で分散する方法、シランカップリング剤存在下で分散する方法等を挙げることが出
来、カチオン性化合物の存在下で分散する方法がより好ましい。
【００３０】
　上記湿式法シリカあるいは気相法シリカの分散に使用するカチオン性化合物としては、
ポリエチレンイミン、ポリジアリルアミン、ポリアリルアミン、アルキルアミン重合物、
１～３級アミノ基、４級アンモニウム塩基を有するポリマーが好ましく用いられる。特に
、カチオン性ポリマーとしてジアリルアミン誘導体が好ましく用いられる。分散性および
分散液粘度の面で、これらのカチオンポリマーの分子量は、２，０００～１０万が好まし
く、特に２，０００～３万が好ましい。
【００３１】
　本発明に用いられるアルミナとしては、酸化アルミニウムのγ型結晶であるγ－アルミ
ナが好ましく、中でもδグループ結晶が好ましい。γ－アルミナは一次粒子を１０ｎｍ程
度まで小さくすることが可能であるが、通常は数千から数万ｎｍの二次粒子結晶を超音波
や高圧ホモジナイザー、対向衝突型ジェット粉砕機等で平均二次粒子径を５００ｎｍ以下



(7) JP 2019-21882 A 2019.2.7

10

20

30

40

50

、好ましくは２０～３００ｎｍ程度まで粉砕したものが使用でき、導電性パターン形成用
基材に透明性が要求される場合には、平均二次粒子径は１０～２００ｎｍであることが好
ましい。
【００３２】
　本発明に用いられるアルミナ水和物はＡｌ２Ｏ３・ｎＨ２Ｏ（ｎ＝１～３）の構成式で
表される。アルミナ水和物は、一般にアルミニウムイソプロポキシド等のアルミニウムア
ルコキシドの加水分解、アルミニウム塩のアルカリによる中和、アルミン酸塩の加水分解
等の公知の製造方法により得られる。本発明に使用されるアルミナ水和物の平均二次粒子
径は５００ｎｍ以下、好ましくは２０～３００ｎｍである。
【００３３】
　本発明に用いられる上記のアルミナ、及びアルミナ水和物は、酢酸、乳酸、ぎ酸、硝酸
等の公知の分散剤によって分散された分散液の形態から使用される。
【００３４】
　本発明において、インク溶媒吸収層が含有するポリビニルアルコールとしては、部分ケ
ン化または完全ケン化したポリビニルアルコールの他、カルボキシ変性、スルホン酸変性
、チオール変性、シラノール変性、シリル変性、カチオン性基変性、ジアセトンアクリル
アミド変性、アセトアセチル変性などの各種変性ポリビニルアルコール等を挙げることが
出来、これらを単独あるいは混合して用いることができる。この他、公知の天然、あるい
は合成樹脂バインダーを混合して用いることは特に限定されない。
【００３５】
　上記したポリビニルアルコールの中でも、インクが含有する溶媒成分の吸収性に優れて
いることから、ケン化度が８０％以上の部分ケン化または完全ケン化したポリビニルアル
コール、シラノール変性ポリビニルアルコール、アセトアセチル変性ポリビニルアルコー
ルが好ましく、単独あるいは混合して用いることができる。またポリビニルアルコールの
平均重合度は２００～５０００であることが好ましい。
【００３６】
　インク溶媒吸収層における無機微粒子に対するポリビニルアルコールの含有量は特に限
定されないが、無機微粒子に対して、３～８０質量％の範囲が好ましく、より好ましくは
５～６０質量％の範囲である。これによりインクが含有する溶媒成分の吸収性に優れた、
多孔質なインク溶媒吸収層を得ることができる。
【００３７】
　本発明においてインク溶媒吸収層が、ケン化度が８０％以上の部分ケン化または完全ケ
ン化ポリビニルアルコール、あるいはシラノール変性ポリビニルアルコールを含有した場
合、インク溶媒吸収層が含有する硬膜剤としては、例えばホルムアルデヒド、グルタルア
ルデヒドの如きアルデヒド系化合物、ジアセチル、クロルペンタンジオンの如きケトン化
合物、ビス（２－クロロエチル）尿素、２－ヒドロキシ－４，６－ジクロロ－１，３，５
－トリアジン、米国特許第３，２８８，７７５号記載の如き反応性のハロゲンを有する化
合物、米国特許第３，６３５，７１８号記載の如き反応性のオレフィンを持つ化合物、米
国特許第２，７３２，３１６号記載の如きＮ－メチロール化合物、米国特許第３，１０３
，４３７号記載の如きイソシアナート類、米国特許第３，０１７，２８０号、同２，９８
３，６１１号記載の如きアジリジン化合物類、米国特許第３，１００，７０４号記載の如
きカルボジイミド系化合物類、米国特許第３，０９１，５３７号記載の如きエポキシ化合
物、ジヒドロキシジオキサンの如きジオキサン誘導体、ホウ砂、ホウ酸、ホウ酸塩類の如
き無機硬膜剤等があり、これらを１種または２種以上組み合わせて用いることが出来る。
好ましくはホウ砂、ホウ酸、ホウ酸塩類であり、ホウ酸が特に好ましい。
【００３８】
　上記した硬膜剤の含有量は、ケン化度が８０％以上の部分ケン化または完全ケン化ポリ
ビニルアルコール、あるいはシラノール変性ポリビニルアルコールの固形分量に対し、０
．１～４０質量％であることが好ましく、１～３０質量％であることがより好ましい。
【００３９】
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　本発明において、インク溶媒吸収層がポリビニルアルコールとしてアセトアセチル変性
ポリビニルアルコールを含有した場合、インク溶媒吸収層が含有する硬膜剤としては、例
えばオルトホウ酸、メタホウ酸、次ホウ酸、及びそれらのナトリウム塩、カリウム塩、ア
ンモニウム塩の如きホウ素化合物、例えばグリオキシル酸ナトリウム、ホルムアルデヒド
、アセトアルデヒド、グリオキザール、グルタルアルデヒドの如きアルデヒド基含有化合
物、例えば塩化ジルコニウム、臭化ジルコニウム、チタンアセチルアセテートの如き多価
金属化合物、エチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ジエチレントリアミンの如き
アミン化合物、アジピン酸ジヒドラジド、マレイン酸ジヒドラジド、１，３－ビス（ヒド
ラジノカルボノエチル）－５－イソプロピルヒダントインの如きヒドラジン化合物等があ
り、これらを１種または２種以上組み合わせて用いることが出来る。中でもコハク酸ジヒ
ドラジド、アジピン酸ジヒドラジド、グリオキシル酸ナトリウムが好ましい。
【００４０】
　上記した硬膜剤の含有量は、アセトアセチル変性ポリビニルアルコールの固形分量に対
して０．１～５０質量％であることが好ましく、１～３０質量％であることがより好まし
い。
【００４１】
　本発明においてインク溶媒吸収層は２層以上であってもよく、この場合、それらのイン
ク溶媒吸収層の構成はお互いに同じであっても異なっていても良い。例えば湿式法シリカ
によるインク溶媒吸収層の上に、アルミナ水和物によるインク溶媒吸収層が形成されてい
ても良い。
【００４２】
　インク溶媒吸収層の固形分塗布量は、無機微粒子の固形分量で１～１００ｇ／ｍ２が好
ましく、５～５０ｇ／ｍ２がより好ましい。
【００４３】
　本発明においてインク溶媒吸収層は、イオン結合により分子内にハロゲンを有する化合
物を含有することが好ましい。これにより金属超微粒子を含有するインクを用いて導電性
パターンを形成し導電性部材を製造する際に、１分～３０分程度、１００℃～１５０℃程
度の温度で実施する加熱工程が不要となる。かかる化合物としては、ハロゲン化水素、無
機塩類、無機高分子ハロゲン化物、有機高分子ハロゲン化物等を挙げることが出来る。
【００４４】
　ハロゲン化水素として、塩酸、臭化水素酸等を挙げることが出来る。無機塩類として、
リチウム塩、ナトリウム塩、カリウム塩、アンモニウム塩、ジルコニウム塩、アルミニウ
ム塩、マグネシウム塩、カルシウム塩等を挙げることが出来る。例えば、塩化リチウム、
塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウム、塩化アンモニウム、臭化リチウム、臭
化ナトリウム、臭化カリウム、臭化カルシウム、臭化アンモニウム、沃化リチウム、沃化
ナトリウム、沃化カリウム等を挙げることが出来る。
【００４５】
　無機高分子ハロゲン化物としては、塩基性で高分子の多核縮合イオンを安定に含んでい
るポリ水酸化アルミニウムを挙げることが出来、カウンターイオンとしてハロゲンを有す
るものが挙げられる。例えば多木化学（株）よりポリ塩化アルミニウム（ＰＡＣ）として
、（株）理研グリーンよりピュラケムＷＴの名で、また他のメーカーからも同様の目的を
持って上市されており、各種グレードのものを容易に入手できる。
【００４６】
　有機高分子ハロゲン化物としては、カウンターイオンにハロゲンを有する、カチオン性
の高分子化合物を広く用いることが出来る。なお組成、重合度は任意である。有機高分子
ハロゲン化物としては、例えばカチオン性ポリビニルアルコール、ジアリルジメチルアン
モニウムクロライド重合物、ジアリルジメチルアンモニウムクロライド－二酸化硫黄共重
合物、ジアリルジメチルアンモニウムクロライド－アクリルアミド共重合物、ジアリルジ
メチルアンモニウムクロライド－ジアリルアミン塩酸塩誘導体共重合物、ジアリルアミン
塩酸塩－二酸化硫黄共重合物、ジアリルメチルアミン塩酸塩重合物、ポリアリルアミン塩
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酸塩等のジアリルアミン系重合物やアリルアミン系重合物の塩酸塩類、アンモニウム塩類
、ポリアミン系重合物、アリル系重合物、アルキルアミン系重合物、ジメチルアミンエピ
クロルヒドリン重縮合物、ポリアミドエピクロルヒドリン重合物等を挙げることが出来る
。
【００４７】
　上記したイオン結合により分子内にハロゲンを有する化合物は、１種または２種以上組
み合わせて用いることが出来る。特に好ましく用いられるイオン結合により分子内にハロ
ゲンを有する化合物は、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化アンモニウム、ポリ塩化ア
ルミニウムである。
【００４８】
　イオン結合により分子内にハロゲンを有する化合物の含有量は、使用する金属微粒子を
含有するインクの種類や粒径、導電性発現の速度、目標とする導電性等に応じて、適宜調
整することが出来るが、例えば、ある一定の面積内に印字された銀微粒子を含有するイン
クに含まれる銀のモル数に対して、含有するハロゲンの量は０．１～１００モル％である
ことが好ましく、より好ましくは１～１０モル％である。
【００４９】
　イオン結合により分子内にハロゲンを有する化合物をインク溶媒吸収層に含有せしめる
には、該インク溶媒吸収層塗液にイオン結合により分子量内にハロゲンを有する化合物を
含有せしめ、塗布・乾燥を行う方法や、インク溶媒吸収層が形成された後、イオン結合に
より分子内にハロゲンを有する化合物を水等の適当な溶媒に溶解または分散させ、必要に
応じ、有機溶剤、レベリング剤、界面活性剤等を添加して塗液を調整し、かかる塗液を、
あらかじめ支持体上に形成されたインク溶媒吸収層表面の全面、あるいは必要とされる部
位への選択的な塗布を行った後乾燥する方法により、含有せしめることができる。
【００５０】
　インク溶媒吸収層は、上記した無機微粒子、ポリビニルアルコール、および硬膜剤に加
え、イオン結合により分子内にハロゲンを有する化合物等を、水等の適当な溶媒に溶解ま
たは分散させ、必要に応じ、有機溶剤、レベリング剤、界面活性剤等を添加してインク溶
媒吸収層塗液を調製し、支持体上に該インク溶媒吸収層塗液を塗布し、形成することがで
きる。塗布方式としては、スライドカーテン方式、スライドビード方式、スロットダイ方
式、ダイレクトグラビアロール方式、リバースグラビアロール方式、スプレー方式、エア
ナイフ方式、ブレードコーティング方式、ロッドバーコーティング方式、スピンコート方
式等の各種塗布方式が例示される。またインク溶媒吸収層は、該インク溶媒吸収層塗液を
支持体表面の全面、あるいは任意の部位へ選択的に印刷することにより形成することがで
きる。印刷方式としては、スクリーン印刷、インクジェット印刷、ディスペンサー印刷、
オフセット印刷、反転オフセット印刷、グラビア印刷、フレキソ印刷等の各種印刷方式が
例示される。また乾燥後のインク溶媒吸収層は、鏡面ロールに圧接するキャスト処理やカ
レンダー処理によって、表面を平滑にすることも出来る。また支持体が立体である場合、
ディップ方式や曲面に対応したスクリーン印刷、タンポ印刷（パッド印刷とも言う）等を
用いることが出来る。
【００５１】
　本発明において導電性パターン形成用基材は、前述したインク溶媒吸収層の上に、樹脂
を主成分とする層を有することが好ましい。樹脂を主成分とする層により、形成された導
電性パターンとインク溶媒吸収層間の密着性が向上し、擦過や粘着性物質の脱着による導
電性パターンの剥離を抑制することが出来る。
【００５２】
　ここで樹脂を主成分とする層の主成分との用語は、樹脂を主成分とする層の全固形分に
対して、６５質量％以上が樹脂であることを意味し、樹脂の含有量は好ましくは８０質量
％以上、より好ましくは９０質量％以上である。樹脂を主成分とする層が含有する樹脂と
しては、各種水溶性樹脂や有機微粒子等、被膜を形成することが可能な樹脂を広く用いる
ことが出来る。
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【００５３】
　上記した水溶性樹脂としては、メチルセルロース、エチルセルロース、プロピルセルロ
ース等の水溶性セルロース類、膠、酸処理ゼラチン、アルカリ処理ゼラチン、フタル化ゼ
ラチン等のゼラチン類、ポリビニルアルコール、シラノール変成ポリビニルアルコール、
ジアセトンアクリルアミド変成ポリビニルアルコール等のポリビニルアルコール類、カラ
ギーナン、アラビアガム等の多糖類等が挙げられる。使用する水溶性樹脂は１種類であっ
てもよいし、２種以上混合して用いても良い。水溶性樹脂の分子量は１０，０００以上で
あることが好ましく、より好ましくは５０，０００以上である。
【００５４】
　上記した有機微粒子としては、主に水からなる分散媒中に単独重合体や共重合体等各種
公知の有機微粒子が分散されたエマルジョンあるいはラテックスが好適である。かかる有
機微粒子は、アクリル樹脂、スチレン－アクリル樹脂、酢酸ビニル－アクリル樹脂、酢酸
ビニル樹脂、エチレン－酢酸ビニル樹脂、エチレン－塩化ビニル樹脂、ポリオレフィン樹
脂、塩素化ポリオレフィン樹脂、エチレン－酢酸ビニル－アクリル等の多元樹脂、ＳＢＲ
、ＮＢＲ、ＭＢＲ、カルボキシル化ＳＢＲ、カルボキシル化ＮＢＲ、カルボキシル化ＭＢ
Ｒ、ビニルピリジン樹脂、塩化ビニル樹脂、塩化ビニリデン樹脂、ウレタン樹脂、メタク
リル樹脂、メタクリル酸メチル樹脂、エポキシ樹脂等、公知の樹脂により形成されたもの
から広く選ぶことが出来る。中でも形成される導電性パターンとの密着性の観点から、ア
クリル樹脂、スチレン－アクリル樹脂、酢酸ビニル－アクリル樹脂、エチレン－塩化ビニ
ル樹脂等の、モノマー単位としてアクリル基および／またはビニル基を有する樹脂、およ
びウレタン樹脂が好適である。
【００５５】
　また有機微粒子としては、モノマー組成、粒子径、重合度等の異なる複数の重合体が混
合されて単一粒子内に存在する異相構造粒子を使用することもできる。
【００５６】
　異相構造微粒子としては、特にその構造は限定しない。異相構造粒子の構造例及び調整
方法は「合成ラテックスの応用（杉村孝明・片岡靖男・鈴木聡一・笠原啓司編集（株）高
分子刊行会発行（１９９３））」に記載されている。例として、コア－シェル構造、複合
構造、局在構造、だるま状構造、ラズベリー状構造、多粒子複合構造、みずかき構造、Ｉ
ＰＮ（相互貫入網目構造）などがあるが、本発明においてそれらの構造は特に限定はしな
い。
【００５７】
　使用する有機微粒子は１種類であってもいし、２種以上混合して用いても良い。また水
溶性樹脂と有機微粒子を併用することも出来る。
【００５８】
　樹脂を主成分とする層の固形分量としては、０．０１～５ｇ／ｍ２が好ましく、０．０
２～１ｇ／ｍ２がより好ましく、０．０３～０．５ｇ／ｍ２が特に好ましい。０．０１ｇ
／ｍ２未満では導電性パターンの密着性が不十分となる場合があり、５ｇ／ｍ２を超える
と、導電性パターンの導電性が低下する場合がある。
【００５９】
　樹脂を主成分とする層は、水溶性樹脂や有機微粒子を水等の適当な溶媒に溶解または分
散させ、必要に応じて有機溶剤、レベリング剤、界面活性剤等を添加し、樹脂を主成分と
する層塗液（後述するオーバーコート塗液２がこれに相当）を調製し、該塗液をスライド
カーテン方式、スライドビード方式、スロットダイ方式、ダイレクトグラビアロール方式
、リバースグラビアロール方式、スプレー方式、エアナイフ方式、ブレードコーティング
方式、ロッドバーコーティング方式、スピンコート方式、インクジェット方式等による塗
布、スクリーン印刷、インクジェット印刷、ディスペンサー印刷、オフセット印刷、反転
オフセット印刷、グラビア印刷、フレキソ印刷等によるパターンの形成等、公知の各種塗
布あるいは印刷方法を利用して、あらかじめ支持体上に作製されたインク溶媒吸収層表面
の全面、あるいは必要とされる部位への選択的な塗布を行い、その後乾燥することにより
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形成することができる。また、インク溶媒吸収層が形成された支持体が立体である場合に
は、樹脂を主成分とする層の塗布は前述したインク溶媒吸収層の形成と同様の方式を用い
ることが出来る。
【００６０】
　また上記したインク溶媒吸収層と樹脂を主成分とする層の形成は、スライドカーテン方
式、スライドビード方式、スロットダイ方式等による多層同時塗布によって形成すること
も出来る。
【００６１】
　本発明において導電性部材の製造に用いられる、少なくとも金属超微粒子を含有するイ
ンクとは、詳細には水及び／または有機溶媒中に金属超微粒子がコロイドとして分散され
ているインクであり、金属超微粒子としては、金、銀、銅、ニッケル等の金属超微粒子を
例示することが出来る。特に高い導電性、価格、生産性、扱いやすさ等の点から主に銀か
らなることが好ましい。主に銀からなるとは、金属超微粒子を含有するインク中に含まれ
る全金属超微粒子の５０質量％以上が銀であることを意味し、好ましくは７０質量％以上
であり、特に好ましくは９０質量％以上であり、銀のみであってもよい。分散している金
属超微粒子の平均一次粒子径は、金属超微粒子がコロイドとして安定した分散状態を保持
する観点より、平均一次粒子径が２００ｎｍ以下であることが好ましく、１００ｎｍ以下
であることがより好ましく、更に５０ｎｍ以下であることが特に好ましい。ここで平均一
次粒子径とは、金属超微粒子の電子顕微鏡観察により一定面積内に存在する１００個の粒
子各々の投影面積に等しい円の直径を粒子径として平均し求めたものである。
【００６２】
　本発明における金属超微粒子を含有するインク中に含まれる金属超微粒子の含有量は、
金属超微粒子を含有するインクの全体質量に対して１質量％から９５質量％が好ましく、
より好ましくは３質量％から９０質量％である。
【００６３】
　金属超微粒子を含有するインクが含有する溶媒（前記した金属超微粒子の分散媒）は水
及び／または有機溶媒であり、水のみ、水と有機溶媒の混合物、有機溶媒のみの構成を挙
げることが出来る。水と有機溶媒の混合物の構成としては、有機溶媒として、メタノール
、エタノール、イソプロピルアルコール、アセトン等の水溶性の低沸点溶媒や、エチレン
グリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、エチレングリコールモノブ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル等の水溶性の高沸点有機溶媒を
添加することが出来る。有機溶媒のみの構成としては、エチレングリコール、ジエチレン
グリコール、プロピレングリコール等のアルコール系高沸点有機溶媒、ジアセトンアルコ
ール、イソホロン、γ－ブチルラクトン等のケトン系高沸点有機溶媒、２－フェノキシエ
タノール、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエー
テル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエー
テル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエ
ーテル等のグリコールエーテル系高沸点有機溶媒、エチレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、ジエチレングリコー
ルモノエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエーテルアセテート
、エトキシエトキシエチルアセテート等のエステル系高沸点有機溶媒、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アセトアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等の非プロトン性アミド系高沸点有機溶媒、
テレピン油、α－テルピネオール、ミネラルスピリット等が使用される。
【００６４】
　金属超微粒子は、不活性ガス中で金属を蒸発させガスとの衝突により冷却・凝縮し回収
するガス中蒸発法、真空中で金属を蒸発させ有機溶剤と共に回収する金属蒸気合成法、レ
ーザー照射のエネルギーにより液中で蒸発・凝縮させ回収するレーザーアブレーション法
、水溶液中で金属イオンを還元し生成・回収する化学的還元法、有機金属化合物の熱分解
による方法、金属塩化物の気相中での還元による方法、酸化物の水素中還元法、紫外線や
超音波、マイクロウェーブ等のエネルギーを利用する方法等、公知の種々の方法により製
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造された金属超微粒子を好ましく用いることが出来る。特に化学的還元法において、製造
方法が簡便であることから、例えばＥｘｐｅｒｉｍｅｎｔｓ　ｉｎ　Ｃｏｌｌｏｉｄ　Ｃ
ｈｅｍｉｓｔｒｙ，１９４０，ｐ．１９，Ｈａｕｓｅｒ，Ｅ．Ａ．ａｎｄ　Ｌｙｎｎ，Ｊ
．Ｅ．に記載される方法の如く、デキストリンを用いて作製される銀超微粒子を用いるこ
とが好ましい。
【００６５】
　金属超微粒子を含有するインクは上記した金属超微粒子以外に、増粘剤、帯電防止剤、
ＵＶ吸収剤、可塑剤、高分子バインダー等の各種添加剤を目的に応じて含有してもよく、
例えば、ＵＶ硬化樹脂成分を含ませることにより、ＵＶ印刷あるいはＵＶインクジェット
方式によるパターン形成に適した特性（ＵＶ硬化特性）を付与することも出来る。
【００６６】
　本発明において、金属超微粒子を含有するインクは、低粘度の溶液状態から高粘度のペ
ースト状態まで任意の形態に調整される。具体的には、導電性パターン形成用基材上に金
属超微粒子を付与する方法に適した粘度、表面張力、金属超微粒子の大きさ・含有率等が
調整される。例えば、グラビア印刷、インクジェット方式を用いる場合には、粘度を１～
１００ｍＰａ・ｓの範囲に調整することが好ましく、凸版印刷やスクリーン印刷を用いる
場合には、１～５００Ｐａ・ｓの範囲に調整することが好ましい。なお、金属超微粒子を
含有するインクはペーストと呼ばれることもある。
【００６７】
　高粘度のペースト状態に調整する場合には、金属超微粒子の濃度を高くするだけでは所
望の粘度を得ることは困難であるため、高分子バインダーあるいは増粘剤を添加すること
が好ましい。高分子バインダーとしては、セルロース樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹
脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリイミド樹脂等、公知の各種高分子バインダー
を使用することが出来る。増粘剤としてヒドロキシルプロピルセルロースやカルボキシメ
チルセルロース、ペクチン、ポリスチレンスルホン酸塩類、ポリアクリル酸等、公知の各
種増粘剤を使用することが出来る。
【００６８】
　本発明に用いられる金属超微粒子を含有するインクには、公知あるいは市販の導電性パ
ターンを形成するために供されている金属超微粒子が含まれるコロイド、インクあるいは
ペーストを広く用いることが出来る。
【００６９】
　本発明の導電性パターン形成用基材への金属超微粒子を含有するインクの付与量は特に
限定されないが、例えばインクジェット方式の場合は得られる導電性の観点から１５～３
０ｍＬ／ｍ２が好ましく、２０～２５ｍＬ／ｍ２が特に好ましい。
【００７０】
　本発明では、インク溶媒吸収層に少なくとも金属超微粒子を含有するインクを付与する
前および／または後の工程でグリセリンおよびポリグリセリンから選択される少なくとも
１種を含む処理液の付与を行う。また以下の説明では、グリセリンおよびポリグリセリン
から選択される少なくとも１種を含む処理液を単に処理液と呼称する。
【００７１】
　本発明において、ポリグリセリンとは複数のグリセリンが重合した構造を持つ化合物で
あり、坂本薬品工業（株）より、重合度２のポリグリセリン（ジグリセリン）としてジグ
リセリンＳ、重合度４のポリグリセリンとしてポリグリセリン＃３１０、重合度６のポリ
グリセリンとしてポリグリセリン＃５００、重合度１０のポリグリセリンとしてポリグリ
セリン＃７５０が市販されている。また（株）ダイセルより、重合度３のポリグリセリン
（トリグリセリン）としてポリグリセリン０３Ｐ（ＰＧＬ０３Ｐ）、重合度６のポリグリ
セリンとしてポリグリセリン０６（ＰＧＬ０６）、重合度１０のポリグリセリンとしてポ
リグリセリン１０ＰＳＷ（ＰＧＬ１０ＰＳＷ）、重合度２０のポリグリセリンとしてポリ
グリセリン２０ＰＷ（ＰＧＬ２０ＰＷ）、重合度４０のポリグリセリンとしてポリグリセ
リンＸＰＷ（ＰＧＬＸＰＷ）が市販されているので、これらを入手し利用することができ
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る。中でも、グリセリンあるいは重合度が２～２０のポリグリセリンが好ましく、より好
ましくは重合度が２～１０のグリセリンである。
【００７２】
　処理液は、グリセリンおよびポリグリセリンから選択される少なくとも１種を含み、粘
度の低下や表面張力の低下などの必要性に応じて水およびアルコール類などの揮発性の水
溶性有機溶剤、レベリング剤、界面活性剤等を含有してもよい。例えば粘度を例に取ると
、グラビア印刷、インクジェット方式を用いる場合には、粘度を１～１００ｍＰａ・ｓの
範囲に調整することが好ましく、凸版印刷やスクリーン印刷を用いる場合には、１～５０
０Ｐａ・ｓの範囲に調整することが好ましい。具体的には所望の粘度となるように水で希
釈し、界面活性剤を適量加えればよい。例えばポリグリセリン＃３１０は約２Ｐａ・ｓの
粘度を有するため、僅かな界面活性剤を加えることにより、凸版印刷やスクリーン印刷に
適した処理液となる。
【００７３】
　導電性パターン形成用基材に付与された処理液は、インク溶媒吸収層に吸収され、必要
に応じて加えられた水および水溶性有機溶剤は時間経過とともに揮発する。処理液が含有
するグリセリンおよびポリグリセリンから選択される少なくとも１種は常温で不揮発性で
あることからインク溶媒吸収層に残留する。そのため、導電性パターン形成用基材に少な
くとも金属超微粒子を含有するインクを付与する工程の前に処理液を付与する場合には、
処理液を付与した後に乾燥を行うことが好ましく、処理液が乾燥した後にグリセリンおよ
びポリグリセリンから選択される少なくとも１種がインク溶媒吸収層に残留し、インク溶
媒吸収層の吸収容量が減少するため、金属超微粒子を含有するインクに滲みが生じない程
度に付与量を調整することが好ましい。
【００７４】
　インク溶媒吸収層に付与されるグリセリンおよびポリグリセリンから選択される少なく
とも１種は、該インク溶媒吸収層の質量に対し、７．５質量％以上であることが好ましく
、１２．５質量％以上であることがより好ましい。上限は９０質量％であることが好まし
い。
【００７５】
　本発明において、金属超微粒子を含有するインクおよび処理液を付与する方法として公
知の印刷方法あるいは塗布方式を用いることができる。例えば線状の塗布を行うことが出
来るディスペンサー印刷方法を用いた任意の線状のパターン形成、サーマル、ピエゾ、マ
イクロポンプ、静電気等の各種方式のインクジェット印刷方法を用いた任意の線状あるい
は面状のパターン形成、凸版印刷方法、フレキソ印刷方法、平版印刷方法、凹版印刷方法
、グラビア印刷方法、反転オフセット印刷方法、枚葉スクリーン印刷方法、ロータリース
クリーン印刷方法、パッド印刷等の公知の各種印刷方法により任意のパターンを形成する
ことができる。また、グラビアロール方式、スロットダイ方式、スピンコート方式等、公
知の各種塗布方式を用い、導電性パターン形成用基材の全面あるいは一部に連続した面と
してパターンを形成すること、間欠塗工ダイコーター等を用い導電性パターン形成用基材
の全面あるいは一部に断続した面としてパターンを形成することも出来る。より好ましい
印刷方法としては、インクジェット印刷方法、フレキソ印刷方法、グラビア印刷方法、反
転オフセット印刷方法、枚葉スクリーン印刷方法、ロータリースクリーン印刷方法を挙げ
ることが出来る。
【００７６】
　本発明においてインク溶媒吸収層上、あるいは樹脂を主成分とする層上に処理液を付与
する領域としては、導電性パターンが有する抵抗値と通電される電流から生じるジュール
熱により５０℃以上となる導電性パターン部が好適であり、好ましくは導電性パターンお
よび導電性パターンに接続されたＬＥＤ、抵抗、トランジスタ、ＩＣなどの電子部品から
発生する熱により５０℃以上に加熱される領域であり、より好ましくは導電性パターン形
成用基材全体である。
【実施例】
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【００７７】
　以下、実施例により本発明を詳しく説明するが、本発明の内容は実施例に限られるもの
ではない。
【００７８】
　＜導電性パターン形成用基材１の作製＞
　水に硝酸（２．５部）とアルミナ水和物（平均一次粒子径１５ｎｍ）を添加し、のこぎ
り歯状ブレード型分散機を用いて、固形分濃度３０質量％の無機微粒子分散液を得た。無
機微粒子分散液中に分散しているアルミナ水和物の平均二次粒子径は１６０ｎｍであった
。この無機微粒子分散液を用い、下記組成のインク溶媒吸収層塗液１を作製した。
【００７９】
　＜インク溶媒吸収層塗液１＞
無機微粒子分散液（アルミナ水和物固形分として）　　　　　　　　　　　　１００ｇ
ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９ｇ
（ケン化度８８％、平均重合度３，５００、分子量約１５０，０００）
ホウ酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４ｇ
ノニオン性界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３ｇ
（ポリオキシエチレンアルキルエーテル）
水以外の成分濃度が１６質量％になるように水で調整した。
【００８０】
　支持体として、易接着処理がなされた厚み１００μｍのポリエチレンテレフタレートフ
ィルム（帝人デュポンフィルム株式会社製）を用い、支持体上に前述したインク溶媒吸収
層塗液１を乾燥後質量として３５ｇ／ｍ２となるようにスライドビード方式にて塗布を行
い、乾燥機により乾燥し、インク溶媒吸収層１を形成した。
【００８１】
　この様にして得たインク溶媒吸収層１上に、下記組成のオーバーコート塗液１を、斜線
グラビアロールを用いた塗布方式にて塗布を行い、乾燥機により乾燥した。ここで用いた
斜線グラビアロールは、直径６０ｍｍ、斜線角度４５度、線数９０線／インチ、溝深さ１
１０μｍのグラビアロールであり、リバース回転で用いた。オーバーコート塗液１の湿分
塗布量は、斜線グラビアロールの回転数を調整し２０ｇ／ｍ２に設定した。
【００８２】
　＜オーバーコート塗液１＞
塩化ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０ｇ
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９．０ｇ
【００８３】
　更に下記組成のオーバーコート塗液２を、オーバーコート塗液１を塗布したのと同じ斜
線グラビアロールを用いた塗布方式にて塗布を行い、乾燥機により乾燥し、導電性パター
ン形成用基材１を得た。オーバーコート塗液２の湿分塗布量は、斜線グラビアロールの回
転数を調整し２０ｇ／ｍ２に設定した。
【００８４】
　＜オーバーコート塗液２＞
エチレン塩化ビニル樹脂有機微粒子水分散体（濃度５０質量％）　　　　　　１．０ｇ
（スミエリート（登録商標）１０１０、
　住友化学株式会社、平均粒子径２００ｎｍ、Ｔｇ０℃）
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９．０ｇ
【００８５】
　このようにして得られた導電性パターン形成用基材１を２１０ｍｍ×２９７ｍｍのシー
ト状に加工した。
【００８６】
　＜導電性部材１の作製＞
　ピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するインクジェットプリンタに平均一次粒子径
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が２０ｎｍの銀超微粒子を１５質量％含有するインク（三菱製紙株式会社製、ＮＢＳＩＪ
－ＭＵ０１）を充填し、導電性パターン形成用基材１に対し、幅４ｍｍ、長さ２５０ｍｍ
の直線状導電性パターン２５本を印刷し導電性部材１を作製した。印刷部分における銀超
微粒子を含有するインクの１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであった。
【００８７】
　＜導電性部材２の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液１をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材２を作製した。印刷部分
における処理液１の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
とジグリセリンの合計量は１．７ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し５質量％であった
。
【００８８】
　＜処理液１＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１．６ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ジグリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．８ｇ
（ジグリセリンＳ、坂本薬品工業株式会社、
　　　　　　　　　　　　グリセリン０．９質量％、ジグリセリン９５．４質量％）
【００８９】
　＜導電性部材３の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液２をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材３を作製した。印刷部分
における処理液２の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
とジグリセリンの合計量は３．５ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１０質量％であっ
た。
【００９０】
　＜処理液２＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．１ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ジグリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．６ｇ
（ジグリセリンＳ、坂本薬品工業株式会社、
　　　　　　　　　　　　グリセリン０．９質量％、ジグリセリン９５．４質量％）
【００９１】
　＜導電性部材４の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液３をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材４を作製した。印刷部分
における処理液３の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
とジグリセリンの合計量は５．３ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であっ
た。
【００９２】
　＜処理液３＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．７ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ジグリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．５ｇ
（ジグリセリンＳ、坂本薬品工業株式会社、
　　　　　　　　　　　　グリセリン０．９質量％、ジグリセリン９５．４質量％）
【００９３】
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　＜導電性部材５の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液４をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材５を作製した。印刷部分
における処理液４の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
とジグリセリンの合計量は７．０ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し２０質量％であっ
た。
【００９４】
　＜処理液４＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７．３ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ジグリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．３ｇ
（ジグリセリンＳ、坂本薬品工業株式会社、
　　　　　　　　　　　　グリセリン０．９質量％、ジグリセリン９５．４質量％）
【００９５】
　＜導電性部材６の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液５をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材６を作製した。印刷部分
における処理液５の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
の量は５．２ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であった。
【００９６】
　＜処理液５＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．６ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．５ｇ
（グリセリン、昭和化学株式会社、グリセリン９５質量％）
【００９７】
　＜導電性部材７の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液６をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材７を作製した。印刷部分
における処理液６の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
とポリグリセリンの合計量は５．３ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であ
った。
【００９８】
　＜処理液６＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．６ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ポリグリセリン（重合度４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．６ｇ
（ポリグリセリン＃３１０、坂本薬品工業株式会社、
　　　　　　　　　　　　グリセリン７．３質量％、ポリグリセリン８７．２質量％）
【００９９】
　＜導電性部材８の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液７をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材８を作製した。印刷部分
における処理液７の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
、ジグリセリン、ポリグリセリンの合計量は５．２ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し
１５質量％であった。
【０１００】
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　＜処理液７＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．５ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ポリグリセリン（重合度６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８ｇ
（ポリグリセリン＃５００、坂本薬品工業株式会社、
グリセリン０．１質量％、ジグリセリン３．６質量％、ポリグリセリン８６．２質量％）
【０１０１】
　＜導電性部材９の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液８をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材９を作製した。印刷部分
における処理液８の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているグリセリン
とポリグリセリンの合計量は５．２ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であ
った。
【０１０２】
　＜処理液８＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．５ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ポリグリセリン（重合度１０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８ｇ
（ポリグリセリン＃７５０、坂本薬品工業株式会社、
　　　　　　　　　　　　グリセリン１．１質量％、ポリグリセリン８８．９質量％）
【０１０３】
　＜導電性部材１０の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液９をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイン
クジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材１０を作製した。印刷部
分における処理液９の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているポリグリ
セリンの量は５．２ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であった。
【０１０４】
　＜処理液９＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．５ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ポリグリセリン（重合度２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８ｇ
（ポリグリセリン２０ＰＷ、株式会社ダイセル、ポリグリセリン９０質量％）
【０１０５】
　＜導電性部材１１の作製＞
　導電性部材１に下記組成の処理液１０をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するイ
ンクジェットプリンタを用いて全面にベタ印刷を行い、導電性部材１１を作製した。印刷
部分における処理液１０の１ｍ２あたりの塗布量は約２３ｍｌであり、含まれているポリ
グリセリンの量は５．２ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であった。
【０１０６】
　＜処理液１０＞
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．６ｇ
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
（泰光油脂化学（株）製タイポールＮＬＥＳ－２２７）
ポリグリセリン（重合度４０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８ｇ
（ポリグリセリンＸＰＷ、株式会社ダイセル、ポリグリセリン９０質量％）
【０１０７】
　＜導電性部材１２の作製＞
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　導電性部材４の作製において用いた処理液３をピエゾ方式のインクジェットヘッドを有
するインクジェットプリンタを用いて導電性パターン形成用基材１の全面にベタ印刷を行
い、４０℃の乾燥空気を用いて充分な乾燥を行った。次に、導電性部材１の作製と同様に
ピエゾ方式のインクジェットヘッドを有するインクジェットプリンタに平均一次粒子径が
２０ｎｍの銀超微粒子を１５質量％含有するインク（三菱製紙株式会社製、ＮＢＳＩＪ－
ＭＵ０１）を充填し、幅４ｍｍ、長さ２５０ｍｍの直線状導電性パターン２５本を印刷し
導電性部材１２を作製した。導電性部材１２の１ｍ２あたりに含まれているグリセリンと
ジグリセリンの合計量は５．３ｇ、インク溶媒吸収層１の質量に対し１５質量％であった
。
【０１０８】
　＜高温環境下における断線の評価＞
　上記導電性部材１～１２を各２枚作製し、含まれる直線状導電性パターン５０本の両端
に電圧を印加し、導電性パターン表面の温度が８０℃となるようにした。またこの様に電
圧を印加した導電性部材１～１２は、長手方向の両端を保持し宙吊りとした。この状態で
２０日間維持した後、直線状導電性パターン５０本の導通を測定し、５０本中断線が発生
した本数が０の場合を◎、１～２本の場合を○、３～４本の場合を△、５本以上の場合を
×として、高温環境下における断線の頻度を評価した。この結果を表１に示す。
【０１０９】
【表１】

【０１１０】
　表１の結果より、本発明では高温環境下における断線が生じないあるいは生じ難いこと
が判る。
【産業上の利用可能性】
【０１１１】
　本発明の導電性パターン形成用基材、および本発明の導電性部材の形成方法は、例えば
プラズマディスプレイパネル、航空機用液晶パネル、カーナビゲーション用液晶パネル等
の、各種のフラットディスプレイパネルに貼合して用いられる透明電磁波シールド材の製
造や、ＲＦＩＤ、無線ＬＡＮ、電磁誘導による給電や電磁波吸収等の用途で用いられる種
々のアンテナの製造、サイネージや看板の用途で用いられるＬＥＤ実装基板の製造、平面
での加熱用途に用いられるフレキシブルヒーター基板や、静電チャックや静電モーターに
用いられる基板などの単層あるいは数層で構成される導電性パターン基板の製造、更には
各種フラットディスプレイパネルに用いられるＴＦＴバックプレーン内のバス電極やアド
レス電極の製造等に利用することが可能である。


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description

